
第７６号議案 

令和３年度加東市一般会計補正予算（第９号） 

 令和３年度加東市の一般会計の補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ１３８，８１３千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５，７０１，８４４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  令和３年１１月３０日提出 

加東市長 安 田 正 義 









（追加）  （単位  千円）

（変更）  （単位  千円）

まちの拠点施設の管理運営事業 令和１４年度まで 56,700

美しい村づくり資金利子補給補助金 令和９年度まで 201

第 ２ 表 債 務 負 担 行 為 補 正

事 項 期 間 限 度 額

組織風土改革事業 令和９年度まで 29,370

北播磨地域日本酒消費拡大支援券事業 令和４年度まで 4,444

滝野交流保養館の管理
運営事業

令和７年度まで 9,300 令和７年度まで 23,042

事　　　項
補　　正   前

小学校児童用机椅子更新事業 令和４年度まで 23,400

中学校生徒用机椅子更新事業 令和４年度まで 12,000

社地域小中一貫校整備事業（先行施設解体分） 令和４年度まで 55,520

社地域小中一貫校整備事業（増築校舎等新設分） 令和５年度まで 5,585,910

図書館用図書購入事業 令和４年度まで 17,700

賦課徴収事業（令和6基
準年度固定資産税課税
客体調査業務）

令和６年度まで 57,992 令和６年度まで 33,000

補　　正   後

期　　　間 限　度　額 期　　　間 限　度　額
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（変更） （単位　千円）

第 ３ 表 地 方 債 補 正

起債の方法 利率

ため池整備
事 業

起債の目的
償還の方法

34,500

起債の方法利率 償還の方法 限度額

 普通貸借
 又は
 証券発行

（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）農 業 基 盤

整 備
4,800

34,900

245,600

 4.0%以内

　ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の
利率とす
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、その他
の場合は債
権者と協定
するところ
による。
　ただし、
市財政の都
合により据
置期間若し
くは償還期
限を短縮
し、繰上償
還し、又は
低利に借換
えすること
ができる。

246,800

4,900

34,000 32,100

合 併 特 例
事 業

1,906,100 1,716,500

補 正 前 補 正 後

限度額

補正前と同
じ

補正前と同
じ

補正前と同
じ

公共施設等
適 正 管 理
推 進 事 業

地域活性化
事 業
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令和３年度 

加東市一般会計補正予算（第９号）説明書 





























































令和３年度

加東市一般会計補正予算（第９号）補足説明書

第
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1　主な歳出補正予算の概要

（単位  千円）

一般財源

P28～29 児童館運営事業 10,602 10,602

額確定による工事請負費の減などで総務費を２９，５３３千円、小中一貫校整備事業の執行見込みによる事業費の減などで教育費を２７１，３４５

千円減額するなど、合計で１３８，８１３千円の減額補正といたします。

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他

遊具点検の結果、継続使用が不可と判定された社
児童館及び滝野児童館の複合遊具を更新します。

一貫校整備事業の執行見込みによる事業費の減などで市債を１９３，０００千円、公共施設整備基金繰入金及び歳入歳出額調整のための財政調整基

金繰入金の減で繰入金を２６０，７２８千円減額するなど、合計で１３８，８１３千円の減額補正といたします。

　歳出予算では、児童館の複合遊具更新や保育所等運営費の増などにより民生費を７６，５４６千円、３回目の新型コロナウイルスワクチン接種に

係る事業費などで衛生費を４０，３５７千円、旧滝見橋の撤去工事に係る工法の変更に伴う滝野梶原線整備負担金の増などで土木費を５９，３３２

千円、９月豪雨で被災した農業用施設などの復旧工事で災害復旧費を２２，８０４千円増額する一方で、バスターミナル整備事業の令和３年度支払

　令和３年度加東市一般会計補正予算（第９号）は、新型コロナウイルスワクチンの３回目接種に係る事業費の補正のほか、小中学校の児童生徒用

机椅子の更新、並びに社地域小中一貫校整備に係る先行施設解体工事及び増築校舎等新設工事の債務負担行為の追加や、執行見込みによる各事業費

　補正予算の規模は、１３８，８１３千円の減額とし、一般会計の総額を２５，７０１，８４４千円といたします。

　歳入予算では、新型コロナウイルス感染症による影響が想定より少なかったことなどにより、個人住民税及び固定資産税で市税を１９９，０００

千円、子どものための教育・保育給付費国庫負担金や道路メンテナンス事業費補助金の増などで国庫支出金を８８，５２８千円増額する一方、小中

の減額などを計上する補正予算を編成いたしました。
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一般財源

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他

P34～35
北播磨地域日本酒消費拡大支援
券事業

3,874 2,639

計 13,319 0 0 0 13,319

P30～31
新型コロナウイルスワクチン接
種事業

29,432 29,432 0

新型コロナウイルスワクチンの3回目接種に向け
て、コールセンターの設置期間延長や、接種券の
郵送に係る事業費を計上します。
財源：国庫支出金【新型コロナウイルスワクチン
接種対策費国庫負担金】300千円（国10/10）、
【新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業
補助金】22,132千円（国10/10）

また、診療時間外及び休日に、集団接種会場へ医
師を派遣した医療機関に対し、支援金を交付しま
す。
財源：県支出金【新型コロナウイルス感染症緊急
包括支援交付金】7,000千円（県10/10）

△ 423 △ 423
サウナ改修工事実施設計業務完了により設計委託
料を減額します。

1,235

新型コロナウイルス感染症の影響で日本酒の消費
が低迷し、山田錦などの酒造好適米の生産も抑制
されていることから、北播磨広域定住自立圏3市1
町が一体となって商品券を販売し、日本酒の消費
喚起と酒米の産地維持を図ります。＜資料No.1＞
財源：諸収入【北播磨地域日本酒消費拡大支援券
事業市町負担金】2,639千円

P36～37
交流保養館管理運営事業

13,742 13,742

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が大き
く減少していることから、指定管理者との協議に
より、令和3年度の指定管理委託料を見直し、
22,300千円増額します。ただし、休業補償として
一般会計補正予算（第5号）で増額した指定管理委
託料について、休業要請期間に係る県協力金及び
雇用調整助成金等の支給があったことから、8,558
千円を減額し、差し引きで13,742千円を増額しま
す。＜資料No.2＞

- 2 -



一般財源

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他

P38～39
道路メンテナンス事業費補助事
業

61,906 34,047 26,400 1,459
旧滝見橋の撤去工事について、近隣への騒音が少
ない工法に変更し、実施します。

△ 422

東条地域小中一貫校整備事業において、旧東条中
学校の施設解体工事（体育館棟、武道場棟、プー
ル）に係る工事監理業務を委託するため、設計監
理委託料4,400千円を追加します。
その他、執行見込みにより、工事請負費119,000千
円、調査設計委託料5,000千円、備品購入費35,500
千円を減額します。

財源：国庫支出金【学校施設環境改善交付金】
4,872千円（国1/2又は1/3）、市債【合併特例債】
△117,800千円（充当率95％、交付税措置70％）、
基金繰入金【公共施設整備基金】△41,750千円

△ 82,620 △ 79,000 △ 3,620 0

社地域小中一貫校整備事業において、令和4年度実
施予定の社中学校の既存施設解体工事（プール
棟、武道場棟、部室棟）を前倒しするため、
13,880千円（工事請負費13,000千円、設計監理委
託料880千円）を追加します。（債務負担行為
55,520千円追加）
また、積算単価データ更新に係る電算システム使
用料500千円を追加するほか、執行見込みにより、
カセ池造成工事に係る工事請負費97,000千円を減
額します。

財源：市債【合併特例債】△79,000千円（充当率
95％、交付税措置70％）、基金繰入金【公共施設
整備基金】△3,620千円

P44～45
小中一貫校整備事業

△ 155,100 4,872 △ 117,800 △ 41,750

△ 4,510 △ 4,510
滝野地域小中一貫校建設地検討委員会の協議結果
により、新たな建設候補地の検討が不要となった
ことから、調査設計委託料を減額します。

計 △ 242,230 4,872 △ 196,800 △ 45,370 △ 4,932
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一般財源

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

補正概要
国県支出金 地方債 その他

1,300
9月8日から9日にかけての豪雨で被災した市道新定
大畑線の道路法面の復旧工事を実施します。
＜資料No.4＞

P52～53 道路、橋梁災害復旧事業 1,300

主に、9月8日から9日にかけての豪雨で被災した永
福地内の農地及び農業用施設（道路、水路）の災
害復旧工事を実施します。＜資料No.3＞

財源（農地）：県支出金【農地災害復旧事業費補
助金】2,235千円、分担金【農地災害復旧費分担
金】2,235千円
財源（農業用施設）：県支出金【農業用施設災害
復旧事業補助金】11,072千円、分担金【農業用施
設災害復旧費分担金】5,962千円

P52～53 農業用施設災害復旧事業 17,034 11,072 5,962 0

1,598

P52～53 農地災害復旧事業 4,470 2,235 2,235 0

P50～51
図書館施設維持管理事業

1,947

計 △ 102 0 △ 1,700 0

1,947

令和4年度実施予定の滝野図書館の内装工事及びト
イレ改修工事について、早期に完了させるため、
実施設計を前倒しし、設計監理委託料2,043千円を
追加します。

その他、執行見込みにより設計監理委託料96千円
を減額します。

△ 2,049 △ 1,700 △ 349

執行見込みにより、中央図書館施設改修工事に係
る設計監理委託料を減額します。

財源：市債【地域活性化事業債】△500千円（充当
率90％、交付税措置30％）、【公共施設等適正管
理推進事業債】△1,200千円（充当率90％、交付税
措置約35％）
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２　債務負担行為の概要

（追加） （単位  千円）

小学校児童用机椅子更新事業
令和４年度ま
で

23,400
小学校の春季休業期間中に、児童用机椅子の一部（680
台）を現行のJIS規格に適合した机椅子に更新することか
ら、年度内に契約を行う必要があるため。＜資料No.5＞

中学校生徒用机椅子更新事業
令和４年度ま
で

12,000
中学校の春季休業期間中に、生徒用机椅子の一部（350
台）を現行のJIS規格に適合した机椅子に更新することか
ら、年度内に契約を行う必要があるため。＜資料No.5＞

北播磨地域日本酒消費拡大支援券事業
令和４年度ま
で

4,444
北播磨地域日本酒消費拡大支援券の使用期間を令和4年3月
1日から令和4年6月30日までとし、2か年で事業を実施する
ため。

まちの拠点施設の管理運営事業
令和１４年度
まで

56,700
「まちの拠点施設」について、令和4年度から令和14年度
まで指定管理者による管理運営を行うため。

美しい村づくり資金利子補給補助金
令和９年度ま
で

201
農業者への融資に対する利子補給を、令和3年度から令和9
年度まで行うため。

事　　項 期　　間 限度額 追　　加　　理　　由

組織風土改革事業
令和９年度ま
で

29,370
職員一人ひとりが熱意とチャレンジ精神をもって主体的に
働くための「組織風土改革」に、コンサルタントの支援を
受けながら複数年かけて取り組むため。
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事　　項 期　　間 限度額 追　　加　　理　　由

(変更） （単位  千円）

新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が減少している
状況を踏まえ、令和3年度の指定管理委託料を増額するこ
とに伴い、その影響額を追加するため。

賦課徴収事業（令和6基準年度
固定資産税課税客体調査業務）

令和６年度ま
で

57,992
令和６年度ま
で

33,000 公募型プロポーザルを実施し、契約金額が確定したため。

滝野交流保養館の管理運営事業
令和７年度ま
で

9,300
令和７年度ま
で

23,042

図書館用図書購入事業
令和４年度ま
で

17,700
契約締結後、図書の配送開始まで約2か月を要することか
ら、年度内に事業者を決定し、年度当初の新刊図書を速や
かに提供するため。

事　　項
変　更　前 変　更　後

変　　更　　理　　由
期　間 限度額 期　間 限度額

社地域小中一貫校整備事業（先行施設解体分）
令和４年度ま
で

55,520
社地域小中一貫校整備事業について、既存施設解体工事
（プール棟、武道場棟及び部室棟）を前倒しし、増築校舎
等新設工事着工までに完了させるため。＜資料No.6＞

社地域小中一貫校整備事業（増築校舎等新設分）
令和５年度ま
で

5,585,910

社地域小中一貫校整備事業のうち、増築校舎等新設工事に
ついて、入札参加業者の一定の積算期間を確保する必要が
あることから、年度内に入札公告を行うため。
＜資料No.6＞

- 6 -



長引く新型コロナウイルス感染症の影響で日本酒の

消費が低迷しており、北播磨地域を中心に生産され

ている山田錦などの酒造好適米の生産が大幅に抑

制されている。 

西脇市・加西市・加東市・多可町が共同で販売するこ

とで、日本酒の消費を喚起し、酒米の生産と産地維

持を図る。 

“ 北播磨地域日本酒消費拡大支援券”

１）利用有効期間 令和４年３月１日から令和４年６月３０日まで 
      ※市町により販売日が異なる場合があります。 

2）対象商品 ３市１町産の酒米を使用した日本酒および兵庫県産米表示の 
日本酒 

3）発行場所 ①加東市役所（農政課）[(月)～(金)祝日除く] 
②加東市観光協会[(土)･(日)･(祝)]  
※各市町で、当該市町の住民に販売する 

４）販売対象者 ３市１町に居住する 20歳以上の方 
※券購入時に、住所、氏名を受付票に記入してもらい、 
身分証明書により年齢を確認 

５）市町負担金 事務費の人口割分と、支援券の差額２５０円に各市町で 
販売した枚数をかけたものを幹事の加東市に支払う。 

６）構成市町 西脇市、加西市、加東市(幹事)、多可町 

1 枚 で買える
(１冊 5,000円分（500円券×10枚綴）を 2,500円で販売) 

※お一人様２冊(購入額5,000円)まで購入可

発行部数 
23,270枚
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加東市滝野交流保養館への緊急支援について 

加東市滝野交流保養館（滝野温泉ぽかぽ）は、年間で概ね１６万人が利用する市の観光の拠点施設

である。同館は、市外からの利用者が大半を占める施設であることから、新型コロナウイルス感染症

による往来の自粛の影響を特に強く受け、緊急事態措置解除後も利用者数が回復していない。 

 また、同館は、施設維持経費の約８割を利用料（入浴料）及び物販売上の収入でまかなっているた

め、このままでは運転資金が１２月に枯渇し、経営継続が困難となる。そこで、指定管理者から提出

された事業計画の変更を精査したうえで、令和３年度指定管理料に２２，３００千円を加算する緊急

対策を実施する。 

なお、補正予算には、２２，３００千円から、先に追加した４～６月の緊急事態措置による休業要

請に伴う補償分と重複する県休業協力金等の８，５５８千円を差し引いた、１３，７４２千円を追加

計上する。 

利用者数の変更と指定管理料加算金額算出根拠 

 項目 値 備考 

① 当初事業計画の年間利用者 156,000 人

② 休業を考慮した年間利用者計画 131,850 人 上半期 53,850 人、下半期 78,000 人 

③ 上半期利用者実績計画比率 65% 実績 35,704 人÷計画 53,850 人 

④ 変更事業計画の年間利用者 86,400 人 上半期実績 35,704 人＋下半期計画 78,000 人×65%

⑤ 計画利用者減少数(②-④) 45,450 人

⑥ １人当たり平均利用料収入額 492 円 令和 3年度事業計画値 

利用料収入減少額(⑤×⑥) 22,300 千円 指定管理料加算金 

令和３年度 収支変更計画 

当初計画 変更計画 増減 増減内訳
156,000 86,400 △ 69,600

指定管理料 19,800 42,842 23,042 休業期間補償分：9,300 (△県休業協力金等8,558）加算額（利用者減少分）：22,300

利用料 76,752 42,511 △ 34,241 休業分：△11,880
利用者減少分：△22,361

事業収入 17,400 11,719 △ 5,681 テナント収入の減、物販収入の減

県休業協力金等 0 8,721 8,721

（休業補償対象期間）計8,558
雇用調整助成金：1,806
緊急雇用安定助成金：652
県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金：6,100
（休業補償対象期間除く）計163
雇用調整助成金：83、緊急雇用安定助成金：80

その他 18 18 0
計 113,970 105,811 △ 8,159
人件費 33,488 35,962 2,474 10月からの最低賃金上昇に伴う影響等
施設維持費 59,430 57,515 △ 1,915 経営改善による経費削減、休業による不要経費の減
事業費 15,027 7,754 △ 7,273 休業による不要経費の減、灯油の高騰等による増
その他  租税公課 4,523 4,523 0
計 112,468 105,754 △ 6,714

収支(千円) 1,502 57 △ 1,445

利用者数(人)

支出
(千円)

収入
（千円)

- 8 -

資料No.2-1



当初計画 変更計画 増減 当初計画 変更計画 増減 当初計画 変更計画 増減 当初計画 変更計画 増減 当初計画 変更計画 増減

156,000 86,400 △ 69,600 162,000 156,000 △ 6,000 162,000 160,000 △ 2,000 162,000 160,000 △ 2,000 162,000 160,000 △ 2,000

指定管理料 19,800 42,842 23,042 19,800 19,800 0 19,800 19,800 0 19,800 19,800 0 19,800 19,800 0

利用料 76,752 42,511 △ 34,241 82,600 78,670 △ 3,930 82,600 80,690 △ 1,910 82,600 80,690 △ 1,910 82,600 80,690 △ 1,910

事業収入 17,400 11,719 △ 5,681 17,900 18,840 940 17,900 18,840 940 17,900 18,840 940 17,900 18,840 940

県休業協力金等 0 8,721 8,721 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 18 18 0 200 20 △ 180 200 20 △ 180 200 20 △ 180 200 20 △ 180

計 113,970 105,811 △ 8,159 120,500 117,330 △ 3,170 120,500 119,350 △ 1,150 120,500 119,350 △ 1,150 120,500 119,350 △ 1,150

人件費 33,488 35,962 2,474 35,250 38,440 3,190 35,250 38,440 3,190 35,250 38,440 3,190 35,250 38,440 3,190

施設維持費 59,430 57,515 △ 1,915 63,500 58,450 △ 5,050 63,500 58,450 △ 5,050 63,500 58,450 △ 5,050 63,500 58,450 △ 5,050

事業費 15,027 7,754 △ 7,273 16,000 15,810 △ 190 16,000 15,810 △ 190 16,000 15,810 △ 190 16,000 15,810 △ 190

その他  租税公課 4,523 4,523 0 4,250 4,540 290 4,250 4,650 400 4,250 4,650 400 4,250 4,650 400

計 112,468 105,754 △ 6,714 119,000 117,240 △ 1,760 119,000 117,350 △ 1,650 119,000 117,350 △ 1,650 119,000 117,350 △ 1,650

収支(千円) 1,502 57 △ 1,445 1,500 90 △ 1,410 1,500 2,000 500 1,500 2,000 500 1,500 2,000 500

当初計画： 令和３年度は、年度協定で決定した当初の計画
令和４年度から令和７年度までは、指定管理申請時の収支計画

コロナ影響収束度：令和４年度は回復が進み、令和５年度には、回復することを想定

令和６年度 令和7年度令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用者数(人)

収入
（千円)

支出
(千円)
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農地災害復旧工事・農業用施設災害復旧工事
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加東市立学校における児童生徒用机椅子更新スケジュール
凡例

9年（中3） 新規 9年（中3） 新規 9年（中3）

8年（中2） 8年（中2） 8年（中2）

7年（中1） 新規 7年（中1） 7年（中1）

6年（小6） 6年（小6） 新規 6年（小6）

5年（小5） 5年（小5） 5年（小5）

4年（小4） 新規 4年（小4） 新規 4年（小4）

3年（小3） 3年（小3） 3年（小3） 新規

2年（小2） 2年（小2） 2年（小2） 新規

1年（小1） 1年（小1） 1年（小1） 新規

中3 新規 中3 新規 中3 新規

中2 中2 中2

中1 中1 中1

小6 新規 小6 小6

小5 新規 小5 新規 小5

小4 小4 小4

小3 小3 新規 小3

小2 小2 小2 新規

小1 小1 小1 新規

小学校 53 台 小学校 680 台 小学校 710 台 小学校 640 台

中学校 110 台 中学校 350 台 中学校 280 台 中学校 290 台

小学校 1,168 千円 小学校 23,400 千円 小学校 24,400 千円 小学校 22,000 千円

中学校 2,423 千円 中学校 12,000 千円 中学校 9,600 千円 中学校 9,900 千円

新規

整備済

未整備

Ｒ6年度整備台数

Ｒ3年度 Ｒ6年度Ｒ4年度 Ｒ5年度

Ｒ5年度整備台数

Ｒ3年度購入金額 Ｒ4年度購入金額 Ｒ5年度購入金額 Ｒ6年度購入金額

※Ｒ3年度購入金額は全体契約額から按分で算出

東
条
学
園
小
中
学
校

社
地
域
・
滝
野
地
域

Ｒ3年度整備台数 Ｒ4年度整備台数

東条学園小中学校については、１年～４年、５年～７年、８年～９年の区分に分け、上の学年から順次整備します。

社地域・滝野地域については、小学１年～３年、小学４年～６年、中学１年～３年の区分に分け、上の学年から順次整備します。
※特別支援学級については、令和４年度に全学級（全対象児童生徒分）整備します。
整備後、小学４年・5年、中学１年・2年の机椅子は、進級時に持ちあがります。

小学6年、中学3年の机椅子は、新小学4年、新中学1年に引き継ぎ、小学１年～3年の机椅子は学年で固定とします。

- 12 -

資料No.5

債務負担行為追加



社地域小中一貫校整備事業（増築校舎等新設分）
期間:令和4～5年度　事業費:5,585,910千円（工事監理含む）
内、債務負担行為分
期間:令和4～5年度　限度額:5,585,910千円

加東市社地域小中一貫校整備事業　事業計画

社地域小中一貫校整備事業（先行施設解体分）
期間:令和3～4年度　事業費:69,400千円（工事監理含む）　
内、債務負担行為分
期間:令和4年度　限度額:55,520千円

事業計画

151,490千円 48,000千円 65,000千円

④～⑧
5,500,000千円 591,510千円

社地域小中一貫校整備事業

全体事業費 　約7,000百万円

＜内　訳＞

　委託料　　　 約324百万円

　工事請負費 約6,356百万円

　用地費　　　 約132百万円

　備品購入費　 約188百万円

      計　　 約7,000百万円

※上記事業費は、現時点での
　概算金額であるため、今後、
　変更（増減）が生じます。社地域小中一貫校整備事業　事業計画
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